
独立行政法人国立国語研究所の中期計画

平成１８年 ４月 １日

文 部 科 学 大 臣 認 可

（序文）

独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号) 第３０条の規定により，独立行政法

人国立国語研究所（以下「研究所」という。）が中期目標を達成するための中期計画を次

のとおり定める。

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

にとるべき措置

１ 国語の記録・保存及び国語の実態把握と問題点・課題等の提示による国語政策への

貢献

(1)基幹的調査研究の実施及び成果の活用

時代ごとの言語文化としての国語の使用実態を記録・保存するとともに，国民の

言語行動・言語意識・言語能力に関する実態とその変化を把握・分析し，国語に関

する問題点・課題等を明らかにするため，次のとおり研究課題を設定・実施すると

ともに，その成果の活用に取り組む。

① 研究課題「大規模汎用日本語データベースの構築とその活用に関する調査研

究」を実施し，次の３点に関して成果を得る。

ア 過去３０年の新聞，雑誌，書籍等から得たデータを基に，国語の実態把握に

役立つ高精度の汎用データベースを研究開発し，既存の複数のデータベースの

データと合わせて大規模なデータベースを構築する。

イ 当該データベースを，国語政策の企画立案のための基礎資料の作成，自然言

語処理，辞書編集，国語教育，日本語教育に係る教材の作成などに実際的に活

用するための研究を行う。

ウ 一般国民や産業界，大学等に対し，インターネットを通じたデータ提供を行

うため，その方法を開発し，これを実現する。
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② 研究課題「国民の言語行動・言語意識・言語能力に関する調査研究」を実施

し，次の２点に関して成果を得る。

ア 敬語・敬意表現に関して，同一地域における第３回目の継続的調査を愛知県

岡崎市において実施し，敬語使用の実態と変化の模様を明らかにする。

イ 言葉遣い，敬語，漢字，言葉の地域差等に関して，全国各地の中核的研究

者，地域ごとに言葉に関心を持つ国民，全国の「ことば」ボランティアを相互

にインターネットで結んだ「ことば」情報全国ネットワークを構築することに

より，全国規模の「ことば」情報を迅速かつ効率的に収集・分析するととも

に，中・長期的な視野に立った国語の使用実態とその変化を把握するため，全

国約1000地点で今後5年ごとに定期的かつ継続的に実施する調査の第１回目を

実施する。

③ 上記①及び②の調査研究の成果については，これにより明らかにされた国語に

関する問題点・課題等について，文化庁との連絡協議の上，国語政策の企画立案

や推進のための基礎資料として提出するほか，この成果を活用して，次の２点に

関して，あるべき日本語像の具体的な提案を行う。

ア 分野別の「外来語」について，適切な言い換えや分かりやすい注釈など言葉

遣いの工夫について提案を行う。

イ 公用文の言葉遣いや表記法等について，現代の国語使用の実態に即した「分

かりやすく，親しみやすい」方向への改善例を提案する。

(2) 喫緊課題対応型調査研究の実施

国語に関して既に明らかになっている課題の解決や，具体的な施策の遂行等に，

個別的に直接的な貢献をすることを目的として，喫緊課題対応型調査研究を実施す

る。なお，教育現場及びマスコミ報道等で広く国民一般から提起された問題につい

ても，適宜取り上げその解決に資する調査研究を実施する。

具体的には，例えば，文化審議会国語分科会で審議中の「敬語」「漢字」に関す

る調査研究，既に審議された「国語力」に関する調査研究を実施し，施策の遂行や

審議に資する基礎資料を提出する。
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２ 日本語教育機関等に対する日本語教育の内容の質的向上を図るための指針となる情

報の提供

(1) 日本語教育情報資料の作成・提供

日本語教育の内容の質的向上を図るための指針となる「日本国内における実際の

コミュニケーション場面で使用されている我が国の国語の最新の使用実態に関する

情報」と，「外国人が正しい我が国の国語を認識して，実態に即した使い方を学習

するために目標とすべき日本語に関する情報」を国内外の日本語教育機関等に的確

かつ効果的に提供するため，大学との研究交流や新たに日本語教育機関等からの共

同研究員の参加を得て，これらの情報の内容・提供方法に関する研究開発を行い，

その成果をもとに日本語教育機関が利用しやすい次の３つの形態で提供する。

① 学習項目一覧と段階別目標基準の開発

日本語教育機関において日本語学習内容の選定やカリキュラムの作成，教材や

試験の作成における基盤的な資料として，学習項目の一覧と学習レベルごとの最

低限の学習到達目標となる段階別の基準等を開発し，提供する。

② 日本語学習のための用例用法辞書の開発

対照言語学，比較文化，異文化間コミュニケーション等の研究成果を活用し，

3，000語を対象に用例用法，習得情報，誤用情報，指導情報等が内包された先導

的かつ範型的なモデルとなる日本語学習のための電子版の辞書を開発，提供す

る。

③ 学習目的別の日本語能力評価基準の開発

職務や生活で必要な日本語コミュニケーション力の効率的な向上のために，評

価基準の項目等評価基準を開発し，提供する。また，この評価基準に基づくテス

トを開発し，範型的な日本語コミュニケーション力の測定手段として提供する。

(2) 日本語教育情報の作成基盤の整備及び成果の普及

上記日本語教育情報資料を効果的かつ効率的に作成し，普及させるために，次の

調査研究及び事業を実施する。
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① 日本語教育データベースの構築

日本語教育情報を作成するための基盤として，大規模汎用日本語データベース

等から抽出した国語の使用実態に関するデータと，日本語教育研究の成果や日本

語教育現場からの情報収集から得られた誤用例や習得難易度情報などの日本語の

教育・学習データにより構成される日本語教育データベースを構築する。

② 成果の効果的・効率的な普及

日本語教育情報資料を普及させるとともに，関連する国語研究と日本語教育研

究の成果に関する情報を提供する視点から，インターネットを活用するととも

に，国内の日本語教育機関，国際交流基金，日本語教育関係団体，大学，留学生

関係機関等における教育カリキュラム作成担当職員や試験問題作成担当職員，日

本語教育教材開発企業等の関係者などを対象とする研修・セミナーを開催する。

なお，満足度調査を実施し，参加者から80％以上の肯定的評価が得られるよう，

その内容・方法の充実を図る。

３ 調査研究の成果公表及び資料・情報の提供等，国民に対する効果的かつ効率的な情

報発信

(1) 調査研究成果の公表及び普及広報事業

国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語教育に関する調査研究の成

果に関する情報を発信するため，調査研究成果の公表の多様化・活発化並びに普及

広報の媒体の複合化，テーマの重点化を図り，次の取組及び事業を実施する。

① 調査研究成果の公表

学術誌への掲載や学会等での発表を促進することとし，研究所全体として，中

期目標期間中の誌上発表件数及び口頭発表件数を平成１３年度から平成１７年度

までの合計件数よりも１割増加させ，また，研究発表会（年１回）と査読付論文

誌（年２種）の刊行を行い，研究発表会については，参加者の80％以上から肯定

的評価が得られるよう，その内容を充実させるなど，調査研究成果の公表の多様

化と活発化を図る。

② 普及広報事業の総合的な企画・運営の実施

研究所の調査及び研究の成果の効果的かつ効率的な普及広報を実施するため，

時宜に応じた重点テーマの設定，普及・広報媒体の複合的利用（メディアミック

ス）の活用などの措置を講じ，これを基軸として，下記のような媒体等を総合的

に活用し，運営する。

・『新「ことば」シリーズ』など成果普及図書を年２種作成する。
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・ホームページ等のインターネットによる普及広報を実施する。

・国立国語研究所概要等を作成する。

・講演会，施設公開等を実施する。

③ 電話質問への対応

国民一般からの「言葉」に関する電話質問等への対応を実施する。

(2) 情報・資料の収集・整理等と情報提供システムの強化・効率化

国語や日本語教育に関する情報・資料の継続的な収集・整理を行うとともに，情

報提供システムの一元化・強化を図るため，次の取り組みを行う。

① 情報・データの収集・作成

情報の効率的な蓄積のため，情報収集方法の改善を進めつつ，研究文献，情報

資料の収集や目録・データの作成を実施する。また，研究所が所有・蓄積する情

報・資料の電子化を推進し，情報内容の充実を図る。

② 情報の集積・提供システムの整備・改善

「日本語教育ネットワーク」システム（日本語教育に関する情報・研究成果を

提供）の基盤の「日本語情報資料館」への統合を実施するとともに，システムの

強化と効率化を推進する。なお，システムの満足度調査を行い，システムの改善

に反映させる。

４ 現代日本語の専門研究機関として積極的貢献を果たすための内外関係機関との連携

協力

世界で唯一の現代日本語の専門研究機関として，蓄積された知見に基づき，国語施

策の立案，国語教育等の充実に資するとともに，国語及び国民の言語生活並びに外国

人に対する日本語教育に関する研究の振興等に積極的に貢献するため，内外の関係機

関との間で次の連携協力を促進する。

(1) 研究者の受入及び派遣等

内外の大学，研究機関及び行政機関等との研究交流等を促進するため，研究者の

受入や研究所の研究員の派遣を行う。また，内外の関係機関との間で，研究交流や

事業推進上の必要に応じて協定の締結や意見交換を行うとともに，国語教育に資す

るため，大学及び関係機関との連携協力を行う。
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(2) 国際シンポジウムの開催

日本語の国際的な広がりに鑑み，諸外国の研究者に国際的な研究交流の場を提供

し，日本語の研究・教育ついての知見や情報を交換する国際シンポジウム（隔年）

を開催する。

(3) 連携大学院への参画

政策研究大学院大学や一橋大学との間で実施される，日本語教育等において指導

的役割を果たす人材等を養成する連携大学院事業に参画する。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

１ 研究所の業務を円滑に効果的に遂行するため，適時な組織の見直し，業務量を勘案

した柔軟な人員配置，資源配分の重点化等効率的な業務運営に取り組む。

２ 研究所の業務運営について，定期的な点検・評価を行うとともに，外部有識者の検

証を実施し，その結果を業務運営の改善に反映させるため，次の取組を行う。

(1) 自己点検・評価委員会において，毎年度，研究所の業務運営について自己点検・

評価を行うとともに，毎年度途中において，各研究プロジェクト責任者からヒアリ

ングを行い，その効果的な推進に資する。

(2) 研究所が行った自己点検・評価について，外部有識者による検証を毎年度実施

する。

３ 中期目標期間中の各事業年度を通じた運営費交付金対象業務の効率的な実施に努め

ることにより，中期目標期間の最後の事業年度において，平成１７年度予算を基準と

して，一般管理費（退職手当及び特殊要因の増加分を除く。）の１５％以上，事業費

（退職手当及び特殊要因の増加分を除く。）の５％以上を削減する。

具体的には，下記の措置を講じる。

(1) 一般競争入札による外部委託を推進することにより，業務運営を効率化する。

(2) 省エネルギー，廃棄物減量化，リサイクル，ペーパレスを推進する。

４ 人件費については，「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）

において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，中期目標期間の最後の事業年度

において，平成１７年度予算を基準として，常勤役員及び常勤職員に係る人件費の５
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％以上を削減する。ただし，退職手当及び福利厚生費並びに今後の人事院勧告を勘案

した給与改定分については，削減対象額から除く。

また，民間賃金との地域差，給与カーブのフラット化，勤務実績の給与への反映

等を内容とする国家公務員の給与構造改革を踏まえて，給与体系の見直しに取り組

む。

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画

収入面に関しては，実績を勘案しつつ，外部資金を積極的に導入するように努める。

また，研究所の業務の効率化を進めるとの観点から，各事業年度において，適切な効率

化を見込んだ予算による運営に努める。

１ 予算（中期計画中の予算） 別紙のとおり

２ 収支計画 別紙のとおり

３ 資金計画 別紙のとおり

Ⅳ 短期借入金の限度額

短期借入金の限度額は，２億円。

短期借入が想定される理由は，運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合である。

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画

重要な財産を譲渡，処分する計画はない。

Ⅵ 剰余金の使途

決算において剰余金が発生した時は，調査研究，情報提供，内外関係機関との連携協

力の各事業の充実・向上に充てるとともに，これらに必要な施設・設備の整備に充て

る。
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Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

(1) 方針

① 非公務員化を踏まえ，調査研究の機動的実施など研究を効率的かつ効果的に実

施するため，任期付研究員制度を導入する。

② 大学や他の公私の団体等との人事交流を促進するとともに，職員の資質向上を

図るための研修機会の提供に努める。

(2) 人員に係る指標

常勤職員については，その人件費総額の抑制を図る。

（参考１）

①期初の常勤職員数 ６１人

②期末の常勤職員数の見込み ５７人

（参考２）中期目標期間中の人件費総額

中期目標期間中の人件費総額見込額 ２，４９５百万円

但し，上記の額は，役員報酬並びに職員基本給，職員諸手当，超過勤

務手当，及び休職者給与に相当する範囲の費用である。
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